
1

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
■ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

621 施策 道路などの整備

道路事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 平成３０年度

5

市民ニーズ、社会的役割
事業の完結には多大な時間を要すると考えているが、事業手法の検討や事務
の改善に取り組み、具体的な成果を上げるように努めている。しかしながら、
補助金の範囲内のみでの事業執行のため、補助金が減額されると事業完了
時期がさらに遅れる懸念がある。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
すいた地籍調査官民境界

等先行型促進事業
道路室

基礎的な境界情報を速やかに提供することを可能とし、管理する道
路区域を明確にするために、官民境界先行調査を行いデータを作成
する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

5,189
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 街路樹には景観向上、環境保全、緑陰形成、交通安全、防災等に係る多様な機能を有

しています。地球温暖化問題が深刻化する昨今、都市域の街路樹には二酸化炭素の
吸収源、緑陰形成によりヒートアイランドの抑制として期待されており、必要不可欠な事
業です。都市計画道路や開発等により年々管理面積は増えています。また、樹木の巨
木化、老木化により倒木、落枝等により市民の生命、財産を奪う恐れもあります。今後
適切に維持管理していくには適切な予算確保が必要不可欠です。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 街路樹等維持管理事業 道路室 街路樹等の維持管理経費
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

204,623
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

新規設置や照度アップのための補修の要望も多く、夜間や地下道トンネルに
おける安全通行に必要不可欠な事業である。

平成 30 年度

継続

実施区分

③ 街路灯（防犯灯）補修事業 道路室 街路灯・防犯灯の維持補修経費
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

44,909
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

費用内訳は、街路灯の電気料金がほぼ100％を占めている。夜間や地下道ト
ンネルにおける安全通行上、必要不可欠な事業である。

平成 30 年度

継続

実施区分

④ 街路灯経常管理事業 道路室 街路灯・防犯灯の経常管理経費
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

87,849
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

約200橋ある管理橋に対し、5年に1回実施している法定点検結果を主な基礎資料として、老朽化した
橋梁の補修設計、補修・補強工事を行う事業である。50～100年利用したのちに更新（撤去後に新設）
するには、財政面、周辺への影響、工事中の代替橋の確保など難題が多く、従来の対処療法型から”
損傷が大きくなる前に予防的な対策を行う”予防保全型の維持管理を行う必要がある。老朽化は時間
と共に進むため、継続的な対処が必要であり、また事業の有効性・効率性を向上させるための技術力
の向上も必要不可欠である。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤ 橋梁新設改良事業 道路室
橋梁の新設改良及び橋梁長寿命化修繕計画に係る工事、調査設計
事業

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

49,367
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

本事業は、一路線全体ではなく、個人所有地の寄付等に伴う道路排水施設整備及び舗
装復旧を行う事業であるため部分的な改善ではあるが、通行者の安全性・利便性の向
上などの観点においては、必要不可欠な事業である。しかし、土地の寄付件数や整備
面積については、土地所有者の土地利用計画やその土地の大きさや形状により大きく
変動することから、一会計年度の事業費を予め把握することは困難である。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥ 狭小幅員整備事業 道路室 道路用地の寄附等に伴う道路拡幅整備事業
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

24,880
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

工事積算システム事業 総務交通室

一般事務事業 総務交通室

一般事務事業 道路室

一般事務事業 地域整備推進室



2

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 621 施策 道路などの整備

管理事業　　　　　　　　　　　　　　道路事業 5 枚のうち 枚目

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
交通バリアフリー道路特

定事業
道路室

バリアフリー新法等に基づき策定された重点整備地区における歩道
のバリアフリー化事業

市が独自に実施し
ている事務

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

バリアフリー基本方針において、生活関連経路を構成するすべての市道のバ
リアフリー化の目標年度を令和2年度末としているが、財政等の問題により平
成３０年度末時点でバリアフリー化整備率は５２．９％になっており、今後重点
的に取り組む必要がある。

平成 30 年度

継続（千円）

87,626
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

② 交通安全施設整備事業 道路室
交差点改良工事、道路照明、反射鏡、区画線、防護柵設置補修工
事、自転車通行空間整備工事

事業の一部が法
定事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

交通安全施設の新規設置及び施設の経年劣化による危険な箇所の緊急補修
等、直接市民の安全にかかわる事業のため迅速な対応が求められている。

平成 30 年度

継続
49,494

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

③ 市道認定・廃止事業 道路室
私道を公道化する際に、より円滑に作業を行うことに資するための測
量及び図面作成を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

現在は、予算範囲内での年間事業量を見極めた中で、必要な箇所について
は、数年間かけ測量等の作業を実施している状態であるが、今後、今まで以
上に私道の公道化を推進していくにあたっては、予算不足により事業が滞る
恐れがある。

平成 30 年度

継続
1,836

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

④ 私道舗装助成事業 道路室 私道舗装工事助成金交付要綱に基づく助成事業
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

限られた予算の範囲内での助成であるため、申請に応じることが出来ない場
合もある。

平成 30 年度

継続
1,799

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

⑤ 草花等維持管理事業 道路室 道路等の草花維持管理経費
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

道路環境の美化及び憩いと潤いを提供しており、吹田市シルバー人材セン
ター（高齢者等の雇用の安定等に関する法律）や吹田市障がい者の働く場事
業団（障がい者優先調達推進法）との委託により財源的にも有利であり、今後
も継続していかなければならない事業である。

平成 30 年度

継続
10,771

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

⑥
都市計画道路十三高槻線

（正雀工区）取付道路新設事
業

道路室
市道吹東町29・30号線
延長　約415ｍの整備経費

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

輸送機能の充実、移動時間の短縮及び災害時の多重性・代替性を確保するための都
市計画道路十三高槻線（正雀工区）の早期完成のためには、本取付道路の整備が必
要不可欠であり、重点的に本取付道路新設を推進していく必要がある。現在、事業用地
の取得に努めているところであり、今後も引続き、事業用地の取得を行い、都市計画道
路十三高槻線（正雀工区）にあわせて、整備を行う必要がある。

平成 30 年度

継続
0

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名



3

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

⑥
北大阪健康医療都市管理

事業
道路室 南北自由通路、緑の遊歩道の維持管理経費

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

JR岸辺駅の南北自由通路、公共通路、エレベーター及びエスカレーターの保
守点検、道路やトイレなど施設の清掃を行う事業である。道路施設の多様化
やエレベーター、エスカレーター、バイコレーター等の施設増加により、事業費
が増加傾向にある。

平成 30 年度

継続
52,824

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

⑤ 不法投棄回収事業 道路室 市道上で不法に投棄・放置されている物件の回収・処分事業
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

道路上に放置された家電製品をはじめ、家庭ごみや事業ごみ、自動車等を回
収・処分し、道路保全と交通安全を確保する事業である。家電リサイクル法に
基づいたリサイクル料を免れる不法投棄や一般ごみ、粗大ごみとして回収・処
分できるごみまで不法投棄するケースが増えてきており、不法投棄を減らす対
策が必要となっている。

平成 30 年度

継続
407

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

④ 道路新設改良事業 道路室
道路の新設・改良及び、新設改良時に交通安全上必要な用地の取
得

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

事業効果を、直接的に数値で表すことができず、事業について評価しづらい点
がある。しかし、社会基盤施設である道路サービス水凖を高めることは必要不
可欠であり、特に、快適な移動空間を整備することは、移動時間の短縮や移
動の安全性を図ることができ、市民生活の向上につながることから、今後も引
続き、事業を実施していく必要がある。

平成 30 年度

継続
19,046

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

③ 道路受託復旧事業 道路室 道路法第38条に基づく道路占用申請に伴う舗装復旧事業
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

道路管理者である市による一元管理によって適切な道路構造の維持、保全に
努めている。

平成 30 年度

継続
121,302

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

② 道路経常管理事業 道路室 道路の経常管理経費
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

道路施設の光熱水費（街路灯は除く）やエレベーター、エスカレーター、ポンプ
施設等の保守点検、道路やトイレなど施設の清掃及びこれら施設に係る修繕
を行う事業である。道路施設の多様化やエレベーター、エスカレーター、バイコ
レーター等の施設増加と施設の老朽化に伴い、事業費が増加傾向にある。

平成 30 年度

継続
150,445

※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

道路法施行規則の改正により、橋梁等は5年に1回、近接目視による点検が義
務付けられているが、老朽化に伴う第三者被害の発生を未然に防止すること
が、安心安全の都市づくりにつながることから、現在、義務付けられていない
道路構造物においても定期的な点検が必要と考えられる。

平成 30 年度

継続（千円）

34,849
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 道路ストック総点検事業 道路室
道路法施行規則に基づく道路・橋梁・道路附属施設（道路ストック）定
期点検

事業の一部が法
定事務

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 621 施策 道路などの整備

管理事業　　　　　　　　　　　　　　道路事業 5 枚のうち 枚目



4

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

⑥ 路側帯安全対策事業 道路室
歩車道分離がない通学路や生活道路において、歩行者の安全確保
のため路側帯を緑色に着色する

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

地元からの要望に伴い新規整備を行うとともに、劣化した箇所のメンテナンス
が必要となる。このため、今後は維持補修費の増大を考慮し、整備路線の選
定条件の精査が必要となる。

平成 30 年度

継続
6,514

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

⑤ 路線道路補修事業 道路室 各道路施設、舗装の補修事業
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

供用中の市管理道路における補修を実施することから、道路の構造を保全
し、又は交通の危険を防止するための必要不可欠な事業となる。管理対象施
設が増加していることも含め、今後も効率的かつ効果的に実施することが求
められる。

平成 30 年度

継続
223,421

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

④ 路線道路舗装事業 道路室 年次計画、道路ストック点検結果に基づく道路舗装事業
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

路面性状調査等から機能低下した市道舗装復旧必要箇所を限られた予算の
中で計画的に修繕を実施している。舗装の機能性は供用開始から徐々に低
下する中、道路管理レベルを一定に保つことは、利用者への安全はもちろん、
舗装の長寿命化(トータルコスト低減)につながる。そのためには、継続的なメ
ンテナンスが必要と考えられる。

平成 30 年度

継続
128,001

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

③ 路線調書更新事業 道路室
道路法28条に基づき、市道の基礎的な情報を把握し、管理事務の円
滑化を図り、速やかに情報提供するために道路台帳調書等の更新作
業を行う。

事業全体が法定
事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

本事業は都市の基盤となる道路の維持管理及び整備事業に必要な情報の構
築及び整理を実施しているが、基礎的な事業のため、その有効性を定量的に
示すのは困難である。可能な範囲で、目標や達成状況を分析し、事業の有効
性を高めるよう努めている。

平成 30 年度

継続
7,997

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

②
緑あふれる未来サポー

ター事業
道路室

道路の一定区間の路面清掃、花壇の管理、植栽等の美化活動の支
援事業

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

一定区間の道路清掃、花壇の管理、植栽等の美化活動を市民グループや自治会、企
業等が実施できるよう協力し、道路愛護に対する市民意識の向上、市民との協働によ
るまちづくりを推進する事業である。約40団体と協定締結し、道路の清掃、美化活動を
通じて”ごみのない道路”、”彩のある道路”の市民意識の向上に繋がっている。合わせ
て、清掃費用の削減にも寄与していることから継続して行う必要のある事業である。

平成 30 年度

継続
2,923

※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

土地寄附業務は測量・登記業務等の専門的知識を有するため、代理人と打合
せを進めていくが、代理人と地権者の意思疎通がなされていない場合も多く、
手戻り作業が発生することなどにより調整に時間を要する。

平成 30 年度

継続（千円）

28,896
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 用地図面作成事業 道路室 道路用地寄附手続き等に必要な調査及び図面の作成事業
市が独自に実施し

ている事務

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 621 施策 道路などの整備

管理事業　　　　　　　　　　　　　　道路事業 5 枚のうち 枚目



5

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　道路事業 5 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 621 施策 道路などの整備

市民ニーズ、社会的役割
　・都市計画道路整備完了後の残地の処分に関する関係図書の作成が必
要。
　・公共用地としての活用又は売却処分についての検討が必要。
　・処分までの期間の用地の維持管理（除草等）が必要。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
都市計画道路維持管理事

業
地域整備推進室

　都市計画道路整備後の残地を含む都市計画道路用地の維持管理
を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

69
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　・供用開始済み（H31.2.7）
　・残工事の実施（道路管理者・交通管理者からの要望対応）が必要。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
都市計画道路岸部中千里

丘線道路新設事業
地域整備推進室 　都市計画道路岸部中千里丘線の新設を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

1,307,094
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　・都市計画道路幅員の在り方の検討が必要。
　・事業を進める上で、地権者等の理解を得ながら丁寧に事業を進めることが
必要。

平成 30 年度

継続

実施区分

③
都市計画道路千里丘朝日

が丘線道路新設事業
地域整備推進室

都市計画道路千里丘朝日が丘線の未整備区間について、ＪＲ千里丘
駅周辺地域へのアクセス道路として整備する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　・供用開始済み（H.30.3.15）
　・残地処分に向けた整備工事の実施が必要。

平成 30 年度

継続

実施区分

④
都市計画道路千里山佐井

寺線道路新設事業
地域整備推進室 　都市計画道路千里山佐井寺線の新設を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

31,617
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　・供用開始済み（H31.3.16）
  ・新たに発生するニーズに対応していくことが必要。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤
都市計画道路南吹田駅前

線関連道路整備事業
地域整備推進室

南吹田駅前線の開通及び大阪外環状鉄道の開業に向けて、南吹田
地域の道路網整備を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

136,702
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　・供用開始済み（H31.3.16）
  ・新たに発生するニーズに対応していくことが必要。
  ・効果などについても検証していくことが必要。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥
都市計画道路南吹田駅前

線立体交差事業
地域整備推進室 南吹田駅前線の立体交差区間及び駅前交通広場の整備を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

2,382,735
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課


